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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　結核はかつて不治の病とされ恐れられていた感染症ですが、化学療法の発展および予防接種の

普及により減少傾向にありました。しかし最近では薬剤耐性菌の出現、ＨＩＶの蔓延とともに発

展途上国のみならず先進国においても増加傾向がみられるなど、いわゆる再興感染症のひとつと

して注目されています。また数字のうえでもなお世界的に最大の感染症のひとつであり、人口の

３分の１が結核に感染、年間800万人の新患者が発生、300万人が死亡しています。しかもその95

％以上が開発途上国で発生しているといわれています。

　カンボディア王国は開発途上国のなかでも結核の蔓延率が高く、１年間で登録される患者数は

約１万3000人であるものの実際の発症患者数は約４万人と推定され、うちその約半数は治療を受

けられずにいるなど深刻な問題を抱えているといわれています。わが国はカンボディア王国に対

し結核分野において、1993年の短期専門家の派遣を皮切りに、研修員の受入れ・結核菌検査技術

長期専門家（単発）の派遣・医療特別機材の供与など、小規模ながら協力を継続してきました。今

般、本分野におけるプロジェクト方式技術協力および無償資金協力の実施の可能性を探るため、基

礎的な情報を収集し今後の協力の取り進め方について協議する目的で、1998年３月１日から同年

３月８日まで財団法人結核予防会結核研究所所長 森 亨 氏を団長として結核基礎調査団を派遣

しました。

　本報告書は上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。同調査団の派遣にあたりまして、調

査団員ならびにご協力を賜りました関係各位に、深甚なる謝意を表する次第です。
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１．１．１．１．１．基礎調査団派遣基礎調査団派遣基礎調査団派遣基礎調査団派遣基礎調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　カンボディア王国（以下、カンボディア）は、インドネシア半島に位置する人口約1100万人の

国である。１人当たりＧＮＰが260米ドル（1995年）と低く、後発発展途上国（ＬＬＤＣ）に分

類されている。

　カンボディアにおいて結核は主要感染症のひとつであり、死亡率はマラリア、熱病に次いで高

い。

　同国では、1950年に設立された国立結核センター（ＣＥＮＡＴ）が結核対策の中心的役割を果

たしており、21の州保健センター、21の州病院、176の郡病院のトップリフェラルセンターとなっ

ている。また、ＷＨＯの協力のもと、国家結核対策プログラムを策定し、診断・治療・抗結核薬

の配布等を実施しており、治癒率が向上した。

　しかしながら、中央における人材養成面および各地方レベルにおける検診・予防・治療・衛生

教育体制など課題が多く、同国政府は結核対策を重点的に推進している状況である。

　本調査団は、結核を中心とする保健医療対策の現状と方針を確認し、関連分野の基礎的データ

の収集、同国関係機関（保健省、ＷＨＯ他）との協議を通じて、わが国の本分野支援のあり方、今

後の技術協力（特にプロジェクト方式技術協力）の立案および実施のための提言等を検討する目

的で派遣された。

　すでにカンボディアに対しては、単発専門家派遣・医療特別機材供与にて1993 年より協力を

行っており、1997年には同国政府よりプロジェクト方式技術協力の要請が提出されている。右要

請に加え、ＣＥＮＡＴの改修と機材調達にかかわる無償援助要請が在カンボディア日本大使館に

接到している。来年度には事前調査が予定されているところ、あらかじめプロジェクト方式技術

協力と無償資金協力のすり合わせについて検討を行うこととした。

１－２　調査団の構成

　　　　 担　当 　　　氏　名　　　　　　所　　　属

　団長　総　　括　　森　　　亨　　(財)結核予防会結核研究所所長

　団員　結核対策　　小野崎郁史　　成田空港検疫所検疫課医療専門職

　団員　協力計画　　伊藤　賢一　　ＪＩＣＡ医療協力部医療協力第一課
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５）ＷＨＯ（World Health Organization）

　カンボディア事務所長 Dr.Georg Petersen Representative, Cambodia Office

　西太平洋事務局アドバイザー

Dr. Leopold Blanc Regional Adviser in Chronic

Diseases,

Western Pacific Regionla Office

(2) 日本側関係者

１）在カンボディア日本大使館

　特命全権大使 斎藤　正樹

　二等書記官 柿田　洋一

　二等書記官 石本　　毅

　二等書記官 明瀬　一行

２）ＪＩＣＡカンボディア事務所

　所　長 新井　博之

　所　員 寺本　匡俊

３）単発派遣（結核菌検査技術）

　専門家 山上　清子

４）母子保健プロジェクト

　チーフアドバイザー 明石　秀親

　調整員 宮崎　　正
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２．２．２．２．２．総　括総　括総　括総　括総　括

　調査団は1998年３月２日から同６日にかけて現地での視察、関係者との討論、収集した資料・

情報の検討から、カンボディアの結核問題とその対策に対する日本政府の支援のあり方について

概略以下のような結論を得た。

①カンボディアの結核はきわめて劣悪な状況にあり、その対策は他の行政施策に優先して取

り組まれるべきである。カンボディア政府もその必要性を緊急課題として認識している。

②カンボディア政府はいくつかの援助機関の支援を受けながら結核対策のためにめざましい

努力を行っており、一定の成果をあげている。しかしながら、それは結核を征圧するに十

分なものとはとうていいいがたく、当国の国家結核対策プログラム（ＮＴＰ）はエイズの

蔓延、予算・関連資料の不足といった幾多の悪条件に曝されている。

③調査団は、カンボディアの国家結核対策計画に対して日本政府が早急に支援を行うべきで

あると考える。とくに対策活動の多くの分野にわたり監督、要員研修への支援が最も望ま

れている。もしこのような支援が近い将来において実現するならば、それは時宜を得たも

のであり、効果的かつ報いの大きいものとなるであろう。それに向けた日本政府、ＪＩＣＡ

の早急の措置が切望される。

④日本とカンボディアはサーベイランス、ロジスティックス管理、対策活動の精度管理と

いった、結核対策の他の分野においても協力を行うべきである。

⑤先に要請のあったＣＥＮＡＴの改修事業が並行して行われるならば、それは技術協力プロ

ジェクトの円滑な実施に大いに資するものになるであろう。

　上記の内容を調査団、カンボディア政府の双方が確認しあい、これを記載したミニッツに両者

が署名を行った。
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３．３．３．３．３．カンボディアの一般概況カンボディアの一般概況カンボディアの一般概況カンボディアの一般概況カンボディアの一般概況（（（（（地地地地地理理理理理、、、、、経済等）経済等）経済等）経済等）経済等）

(1) 地　理

　カンボディアはアジア大陸の東南、南シナ海に突き出たインドシナ半島の中央やや南西に位

置し、北西はタイ、北東はラオス、南東はヴィエトナム南部にそれぞれ国境を接している。面

積は18万 1000㎞２、北緯10～ 15度、東経102～ 108度である。国土は中央平原、丘陵、台

地、周辺山岳部に大別され、メコン、トンレサップの２つの川の流域に広がる広大な平野部が

中心である。西方に大きなトンレサップ湖がある。

(2) 人　口

　1996年の人口は約1110万人である。首都プノンペンの人口は、約90万人である。人口構成

については後述する。

(3) 気　候

　気候は熱帯モンスーン型で、高温多湿である。

　季節は雨期（５～10月）と乾季（11月～４月）に分かれる。プノンペンでは平均気温は摂

氏27.4度で、温度の範囲は21～ 35度である。３～４月ごろが最も温度が高く、暑い。

(4) 政治状況

　カンボディアは1953年11月の対仏交渉で完全独立以降、ポル・ポト派勢力によるクメール・

ルージュと呼ばれる大虐殺や国外脱出により知識階級のほとんどが失われ、ヴィエトナムによ

る侵攻等内戦状態が続いていた。1991年、関係各国の話し合いによりパリ和平協定が調印さ

れ、内戦に終止符が打たれた。国連カンボディア最高国民評議会（ＵＮＴＡＣ）監視のもと、

1993年に総選挙が実施され、第１党のフンシンペック、第２党の人民党の連立政権が誕生し、

シハヌーク殿下を国家元首とするカンボディア王国が成立した。シハヌーク国王の息子でフン

シンペック党党首のラナリット第１首相と、人民党のフン・セン第２首相が協力して国政を運

営することとなり、内閣の重要ポストを２大政党が１人ずつ閣僚を出すなど、その他の人事面

でも両党のバランスが図られた。その後あくまで強硬姿勢を崩さないポル・ポト派との戦闘が

展開されていたが、1996年７月にポル・ポト派のイエン・サリ氏および兵士約3000人が政府

側に投降したのを始め、同派幹部・兵士の離脱・投降が相次いだ。1997年６月に入り、ポル・

ポト元首相が同派離反グループに拘束され、従来の不安定要因であったポル・ポト派の戦力は

大幅に減少した。一方与党政府内におけるフンシンペック派と人民党派間の緊張が1997年に

武力衝突に発展し、1997年３月のプノンペンにおける非合法野党「クメール国民党」デモ隊
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への手投げ弾事件、1995年５月のシハヌークビルにおけるテレビ局襲撃事件、６月プノンペ

ン市内における両派兵士による衝突事件等が発生した。さらに７月５日にラナリット派とフ

ン・セン派の武力衝突がプノンペンを中心に発生し、ラナリット第１首相は追放される形と

なった。同事件発生後、プノンペン市内は兵士等による強奪事件等が発生し、特に夜間の治安

が悪化した。1997年８月以降治安当局は取り締まりを強化し、全般的には衝突事件前の状況

に復したと認識されている。1998年７月には総選挙を控え、政治的な駆け引きは現在も続い

ている。

(5) 経　済

　1993年の新政権成立以降、市場経済化への移行を積極的に推進しているが、行財政改革（主

に公務員削減）や国営企業の民営化、軍備の縮小は思うように進まず、国家財政は赤字基調が

続いている。事業予算の大半を外国援助に依存し、国際機関からの融資を大量に受け入れてい

るため、対外債務はきわめて多い。また、1997年７月のプノンペンにおける武力衝突以降、援

助の凍結や観光客の減少により経済全体は大きな打撃を受けている。なお、主要産業は農業で

あり、ＧＤＰの約40％を占める。
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４．４．４．４．４．保健医療分野の概況保健医療分野の概況保健医療分野の概況保健医療分野の概況保健医療分野の概況

４－１　行政機構、組織、医療施設

　カンボディア保健省の組織は調査団派遣時期の直前に改編され、附属資料②のなかにある英語

版組織図は暫定的に訳されたものである。保健大臣を組織の頂点とし、その下に次官、内閣顧問

を置き、その下に総局長が３人（監督総務局長、保健総務局長、財政管理局長）いる。保健一般

業務は保健総務局長が７つの部局を管轄しており、結核対策を扱う感染症対策局もこれに属して

いる。

　結核に焦点を絞ると、国家結核対策プログラム（National Tuberculosis Program；以下ＮＴＰ

と略す）の組織は附属資料②のなかにあるとおりである。1996年に結核プログラムはハンセン氏

病プログラムと統合されたため、ＮＴＰ部長の下に結核対策を所管する副部長とハンセン氏病プ

ログラムを所管する副部長の２名が配置されており、その下に研修/監督部、検査部、薬剤部等が

置かれている。

　上記ＮＴＰにおいて中心的な役割を担っているのが国立結核センター（以下、ＣＥＮＡＴ）で

あり、ＮＴＰの計画策定/実施/モニタリング/評価、人材の研修、リファレル機能、結核の研究

機能等を有する。ＣＥＮＡＴの組織図は附属資料②のなかに示すとおりである。所長１名、副所

長２名の下に技術部門と事務部門が置かれている。

　一方、医療施設については、結核対策の中心にＣＥＮＡＴが据えられ、州病院・郡病院やヘル

スセンターと繋がるのが以前のシステムであったが、保健医療組織制度改編（Health Reform）に

よりいくつかの郡病院はヘルスセンターに統合される。ただし、結核部門については、サービス

を継続する方針である。医療施設の概要を別添のとおり州別に示したが、各州とも数カ所の州病

院と数十カ所のヘルスセンターを有する。

４－２　主要保健医療政策

　カンボディア政府は、「公共投資計画（Public Investment Program）1997～ 1999」を策定し

ているが、保健医療分野についても記述されている。カンボディアの保健衛生状態がアジア各国

のなかでも悪い状況を具体的な数値をあげながら概説している。乳児死亡、栄養不足、マラリア、

結核、ＨＩＶ、地雷による手足切断、戦争による精神的後遺症など、さまざまな問題があること

を指摘している。結核についての数字を見ると、患者数が３万人、新規の患者が毎年１万8000人

発生していると報告している。

　このような現状のなかで、保健セクター再生の原則が２つあげられている。ひとつは、感染症

の情報と対策については公共の利益に資することから、やはり公共部門からの支出が望ましいと

するものである。もうひとつは、貧困層に対する費用効果の高い保健サービスの提供により貧困
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を効果的に減少できるという考えから、保健サービスにかかる料金は貧困層から徴収しないとい

うものである。

　上記に加え、カンボディア政府が明確に打ち出しているのは、保健セクターの能力に比し問題

があまりにも多い現状で、対外援助を受けつつ財政面でも人材面でも限りがあることから、保健

医療組織制度改編（Health Reform）により、限りある資源を最大限生かし、適性な配置を行っ

て貧困層に裨益するサービス提供体制を行うことをめざしている。

　なお、カンボディア最大の問題といえる人材不足については、保健医療従事者の再教育および

新たな人材の育成を対外援助を得ながら長期的に取り組む課題と位置づけており、人材養成の資

金が著しく不足している現状を鑑みれば、やむを得ない側面もあろう。

　以上を踏まえて、カンボディア政府は保健セクターの目標（ＰＤＭにおけるプロジェクト目標）

を、「選択でき、素早く、予防的で、質の高い、個の責任に基づき、かつ経済発展・社会発展に資

するような費用効果の高い保健医療体制の確立」としている。右目標を達成するために必要な短

中期的な目的（ＰＤＭにおける成果）として次の４つをあげている。

①基本的な保健サービスを確立する

②感染症や予防可能な病気をコントロールする

③資源の運営管理およびサービス提供能力を向上する

④ひとりひとりの保健に対する自覚を促し、個人と家族両方の健康の向上を図る

　上記４事項おのおのに対して、個別具体的な対策活動が列記されている。結核対策は②を達成

するための活動のひとつと位置づけられ、結核は高い優先度を付されている。そのなかで、国家

結核対策は「コントロールとサーベイランスを用いた治療」の戦略を用いるとされ、対外援助を

得ながら「患者発見率70％、塗抹陽性患者の治癒率85％」の数値目標を達成するとしている。

４－３　疾病状況

　長年にわたる内戦の影響からカンボディアの衛生状態はきわめて悪く、急性・慢性の各種感染

症が蔓延している。基礎的な保健指標をみると、乳児死亡率は1000人対115、妊産婦死亡率は10

万人対473ときわめて不良であり、平均寿命も男性50.34歳、女性58.62歳と低い。近隣国と比較

してもその割合は大きく、保健医療の発達度が周囲に比して著しく遅れていることを示している。

一方、人口増加率は1996年2.6％と高く、粗出生率3.8％、粗死亡率1.2％と多産多死で、かつ15

歳未満の人口が全人口のほぼ半数を占める典型的な途上国の人口構成をしている。また、都市人

口と農村人口の割合は15％対85％と農村人口が多く、まだ都市の過密等の問題は起こっていない。

主要な疾病統計は、病院報告に基づくものしかないが、マラリアによる死亡が１位（20.0％）を

占め、高い感染率を示している。州別の流行状況をみると、北部および国境地帯での感染者が多

いことがわかる。結核による死亡も多く、6.0％と高い。入院患者の疾病状況も同様の傾向を示し、



－9－

マラリアが13.0％、結核8.0％と高い。予防接種に目を向けると、結核に関連するＢＣＧの接種率

は90％と高く、ＷＨＯを中心とした拡大予防接種計画（ＥＰＩ）が奏功しているといえようが、各

州の接種率でみると地域差が大きく、特に住民の居住状況が把握しにくい国境地帯ではおおむね

接種率が低い。

４－４　主要な対策計画

　結核分野において、カンボディア政府は国家結核対策計画（National Tuberculosis Plan 1993

～ 1997）を策定している。また、1997～2000年の計画が現在草稿段階である。ＮＴＰによれば、

短期化学療法による結核治癒率を85％に、喀痰陽性患者の発見率を70％にすることを目標として

いる。具体的な対策の概要を、中央レベルのものと地方レベルのものとに分けると、次のように

なる。

(1) 中央レベル

　保健総務局長と保健官房長およびＮＴＰ部長とが全体の指揮監督を行い、国家全体としての

結核対策活動を調整・管理し、ＣＥＮＡＴを拠点にして活動し、以下の機能を担うこととされ

ている。

①国家計画の目的をはっきりさせ、実際の実行計画を策定する

②ＮＴＰ実施に必要な手段を確保し、用いる（モノ、ヒト、カネ）

③研究費用の管理/出資

④技術・研修・モジュールガイド等の計画文書の取りまとめ

⑤ＮＴＰにかかわる要員の訓練・再訓練の計画

⑥国家レベルでのＮＴＰの監督・評価

⑦評価のため疫学的サーベイランスのデータの解析

⑧研究の促進

⑨ＩＥＣ（啓蒙普及）活動の促進

　ＮＴＰ運営のためフン・セン第２首相を委員長とした委員会が設置されている。

(2) 州レベル

　州保健局長の指揮のもと、スーパーバイザーの医師がラボ部門のスーパーバイザーとともに

責任をもって州全体の指導にあたり、以下の機能を担うこととされている。

①治療センターに薬剤・試薬等の不足が生じないよう定期的な供給が適切になされるよう指

導

②実験室および病院登録のデータの精度を保つため、実験室および治療にあたる職員の訓
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練・再訓練

③登録・保健情報システム・細菌学的診断・薬剤服用・臨床的なフォローアップ・脱落患者

の追跡・ヘルスセンターの質の管理に関する監督

④喀痰陽性患者が実験室登録・病院登録の両方に記録されるよう指導

⑤喀痰陰性患者の結果が病院登録に記録され、喀痰検査の結果が実験室登録に記録されるよ

う指導

⑥治療センターからあがる疫学的データを収集・解析し、保健情報システムを通じて中央レ

ベルに報告

(3) 郡レベルおよび結核を扱うヘルスセンターレベル

　検査技師と保健スタッフより運営され、以下の活動を行う。

①細菌学的・臨床的診断の確定

②患者の治療

③薬剤服用の監督

④ＨＩＶのカウンセリングにかかわる情報アドバイス

⑤社会医学的なエイズ患者の支援

⑥患者のフォローアップ

⑦結核患者登録の管理

⑧新規発生患者・薬剤・試薬の四半期ごとのデータの完成

⑨脱落患者の積極的なフォローアップ

　ＮＴＰには上述したような役割分担が明記されているほか、診断法や治療法から保健情報シ

ステムに至るまで、詳細に結核対策にかかわるガイドラインと計画が記述されている。詳細に

ついては後述する。
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５．５．５．５．５．カンボディア結核対策の現状と問題点カンボディア結核対策の現状と問題点カンボディア結核対策の現状と問題点カンボディア結核対策の現状と問題点カンボディア結核対策の現状と問題点

＜要　旨＞

　カンボディアにおける結核は、人口10万人あたりの喀痰塗抹陽性新患者の発見が１年当たり

130と世界でも最悪の状況にある。患者の大半が20歳から60歳までの年齢層に属し、また男女

比はほぼ１：１である。ＷＨＯの強力な指導のもと1994年に大幅に改革された国家結核対策プ

ログラム（National Tuberculosis Program：以下、ＮＴＰ）では、直接監視による８カ月短

期化学療法（Directly Observed Treatment, Short Course：以下、ＤＯＴＳ）を全国に展開

することで、従来40％台であった治癒率を90％程度に引き上げるという国際的にも着目される

成果をあげてきた、しかし、その展開があまりに急速であったことや人材の不足もあり、巡回指

導、教育・訓練の実施などに行き詰まりが生じてきており、ＨＩＶ感染者の増加に伴う結核患者

増に対応することへの不安も生じてきた。また、患者が発病から診断・治療に至るまでの期間が

長く、結核感染の拡大を防げていない可能性も示唆されている。ＣＥＮＡＴの指導力を強化し、

地方に展開する各援助機関の力も結集したＮＴＰの実施が急務である。

＜はじめに＞

　カンボディアの結核については、1992年に森短期専門家が調査、報告しているが、その後の

大きな変化として1993年よりのＷＨＯ専門家の駐在、1994年の短期化学療法・直接監視療法の

採用を主体とした新国家結核対策プログラムのスタート、実施が凍結されているものの世界銀行

の結核対策への融資の決定、1997年のＷＨＯの常駐専門家の任期終了や政治的混迷の影響によ

る混乱などがあげられる。本報告では、今回の調査および1997年カンボディア結核対策プログ

ラムより刊行された年間レポートに基づき、その現状と問題点について述べる。

５－１　結核問題の大きさ－疫学的状況

　国家単位としてはカンボディアの結核の蔓延度は世界最悪のレベルである。エイズ流行による

アフリカの結核問題の拡大が世界的に着目されているが、現在のアフリカ地区の結核罹患率は東

南アジア地区のそれに肩を並べた程度であり、エイズと結核の合併がこれから顕在化してくるで

あろうアジアの結核問題の大きさが示唆される。とくにカンボディアでは、各種保健医療のネッ

トワークがいまだ末端までは整備されていない状況にかかわらず、周辺各国をしのぐ数の結核患

者が発見されている。

　1996年に登録された結核患者数は１万5265人で、このうち感染性が強く重症と考えられる喀

痰塗抹検査陽性者は新規登録で１万2163人であった。国際比較にも使用されるこの塗抹陽性患

者の人口10万あたりの新登録数は130で、ある程度信頼できる統計が得られる1982年以降では
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年平均２％の増加傾向にある。国家の復興とともに人口も年率５％程度増加しており、患者の実

数では年率7.6％の増加である。人口あたりの塗抹陽性の新患者数はネパールの倍以上、日本の

10倍以上ということになる。ＢＣＧ接種の普及もあってか子供の結核の罹患率は低いが、結核

患者の多くが老年層の日本と異なり、20歳代から50歳代の働き盛りの年齢層に広く分布してお

り、国家から家庭にいたる経済的問題にも直結している。

　地域的には全国的に結核が蔓延している状況ではあるが、メコンデルタのヴィエトナム国境沿

いの州などでは喀痰塗抹陽性新患者の発生が人口10万対200を超えている。実際にこれらの高

発見率の地区で結核が特別に多いのか、それとも単に治安や医療へのアクセスのよさに比例して

患者発見が多いのみで実際には全国的に超蔓延情況にあるのかはさらなる調査が必要である。

　1995年にＷＨＯの協力で実施されたツベルクリン反応検査を用いた結核感染危険率の推定の

研究では、年間感染危険率（未感染者が１年間に結核の感染を受ける危険度）は0.7～0.9％と

発見患者数から推測されるより低率であった（日本の1960年代前半の状況）。通常は感染を受け

たあとに実際に発病する者は10人に１人程度とされるが、内戦などのストレスで他の地域で経

験されたことがないほど発病リスクが高率なのであろうか？　また、通常は男性の罹患率が女性

の倍近いことが多いが、カンボディアではこれがほぼ１対１であることも特徴的である。

５－２　国家結核対策プログラム（ＮＴＰ）

　上記のように結核がカンボディアにとって公衆衛生上のみならず社会的にも大きな問題である

ことは政府も認識しており、結核対策にプライオリティを与えることは保健省も明言しており、

国家結核対策評議会の議長は現第二首相のフン・セン氏が務めている。

　同国の結核対策は、「咳などの自覚症状で病院を受信した患者に対し顕微鏡を用いた喀痰塗抹

検査を実施し、結核と診断された場合８カ月の治療を行いこれらの費用は患者から徴収しない」

という開発途上国においてＷＨＯや国際結核予防連合（ＩＵＡＴＬＤ）が推奨する方式に従って

実施されている。ＷＨＯの強力な指導のもと1994年に、従来の方式を大幅に改めやや高額では

あるが治癒率も高く副作用も少ない短期化学療法を採用し、治療上最も大切な初期２カ月は、

省・郡病院に患者を入院させ患者が薬を飲むことを実際に直接看護スタッフの目で確認するとい

う「直接監視療法」（Directly Observed Therapy、短期化学療法Short Course Chemotherapy

とあわせＤＯＴＳと略す）の普及を図っている。以前は治療を開始した患者のわずか半分しか治

癒せず、治療にもかわらず死亡するものが多かっただけでなく、治療失敗により慢性化し、治療

薬が効かなくなる薬剤耐性結核となり周囲の脅威となることも多かったが、ＤＯＴＳにより90

％以上もの患者が治癒するようになってきている。現在、全国130の治療拠点のうち115がＤＯ

ＴＳを採用し、92％の人口がカバーされるに至っている。
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(1) 組　織

　結核対策の指導機関は国立結核センター（仏語よりの略でＣＥＮＡＴ）で、Directorは結

核およびレプラ（ハンセン氏病）対策に責任をもつ。ＣＥＮＡＴの最大の役割は国家結核対

策の計画・指導・研修などの提供である。なおＣＥＮＡＴでは本来胸部疾患のリフェラルセ

ンターとなるべき 150 床の病院を直接運営している。

　新国家結核対策プログラム（ＮＴＰ）では、結核患者の発見および治療は結核専門の施設

ではなく一般の州・郡病院で行われるが、それらの施設にはその規模に応じ１～数名の結核

専門のスタッフがＣＥＮＡＴより派遣されている。現在ＮＴＰとして結核医療を行っている

施設は130でほぼ全国に展開しており、１施設あたりのカバー人口は８万程度、年間の平均

結核患者数 120 程度ということになる。現在保健省が進めるヘルスシステムの改革のなか

で、結核サービスを実施しているいくつかの病院はヘルスセンターに格下げになるが、患者

へのサービスを低下させないために結核ユニットはそのまま存続の方針とのことである。

　１施設あたりの負担や患者の便を考えると、菌検査が陰性になった後の継続期６カ月の外

来治療はより住民に近いすべてのヘルスセンターで実施することが望ましいが、人材やロジ

スティックの問題があり、急速にサービスの拡大を図ることはその質の低下を招くことが予

想され、現在実施している範囲のサービスの精度管理の徹底が最優先される。

(2) 患者発見・診断

　患者の発見は、咳、発熱、胸痛、喀血などの自覚症状をもって病院を訪れた患者に対し、

医師が結核を疑った場合同施設内の結核ユニットへ患者が紹介となり、無料で３回の喀痰塗

抹検査が実施される。顕微鏡で抗酸菌が発見されると、塗抹陽性結核と診断され初めての治

療か、以前にも結核の治療を受けたことのある再治療かの登録がなされ、それぞれに決まっ

た処方で治療が開始される。喀痰塗抹検査で陰性の場合は、一般抗生物質や咳止めなど症状

に応じた薬剤が処方され経過観察となり、３週間ほどで軽快しない場合再度３回の結核菌検

査を実施する。それでも菌陰性でなおかつ結核が疑われる場合、はじめてＸ線検査が行われ

るが、結核と決定し治療を開始する前にさらに３回の喀痰検査を実施する。

　このような原則が他国に比し忠実に守られており、肺結核と診断されるもののうち菌陽性

者が 93％を占めている。カンボディアの結核対策の現状を考えると、公衆衛生学的に重要

な感染性の肺結核患者（菌検査陽性者）に絞って治療ができ、限られた人的・経済的資源が

有効に活用されているといえる。しかし、その背景には、①かなり重症となるまで医療機関

を受診しない患者が多い、②Ｘ線検査は高価であり、貧しい者の多い結核患者負担が難しく

かつ結核対策側にもその経費がない、③地方では州中核病院でも胸部Ｘ線診断の技術が低

い、④はじめからＸ線検査にお金を払えるような患者は私的医療機関などを訪れ、治療もそ



－14－

こで受けるために患者登録がなされない、などの問題があることが推測される。また、対症

療法の薬剤が100％患者負担であるために、この経過観察中に本当は結核の患者であるもの

が経済的理由により脱落している可能性も高い。

　将来的にはＨＩＶ感染者が増加してくるに従い、従来の菌検査で陽性になりにくい結核患

者が増加することは経験的に予測でき、現在の方針に従い対症療法で３週間経過観察するこ

とが命取りになりかねない事態が生じることも推測される。調査団としてはあくまでも現在

の方針を貫き、その質を向上させることを最優先課題とすべきと考えるが、ＨＩＶ感染の疫

学の動向、カンボディアにおける放射線科医の数的増加、地方中核病院のＸ線検査施設の整

備情況、私的医療機関の発展など不確定要素も多いことから、いくつかのオプションを考慮

しておくことも必要と考える。

　また、発病より治療開始までの期間が長いことが、結核のいっそうの感染拡大につながっ

ていることが予測され、住民の医療行動に関する調査・研究やサービスの拡大に応じたＰＲ

活動も不可欠であろう。

(3) 結核菌検査とその周辺

　これまでに同国に単発専門家（結核菌検査技術）としてＪＩＣＡが派遣した堀江、山上専

門家（現任）の努力もあり、診断のための基礎的な菌検査の技術は向上し、精度管理のシス

テムも整いつつあるが、実際の現場では検査室の環境や検査記録台帳の管理などに問題を残

している。実際に訪れたヘルスセンター（Kandal Stung District Hospital）でも、日本

のＮＧＯ（「24時間テレビ」）による援助が入り、活動そのものは非常によくやっていたが、

実際の検査とその記録の間に矛盾があるようにみえた。現在は、新しい顕微鏡が整備される

過程にあるのであまり問題にはされていないが、将来的には機器のメンテナンスのシステム

も必要になるであろう。現在人口約８万あたり１という結核診療・管理ユニットで適確な顕

微鏡検査ができることは数的に適切であると考えられ、技術を保持するための支援が急務で

ある。

　また、検体中に菌陽性のものの占める割合が20％もあり、５％から10％程度のことが多

い他の開発途上国に比べ格段に高いことに関する実態調査も必要である。

(4) 患者登録

　患者登録は、結核ユニットより州、保健省を通じ全国的に統一されて実施されている。私

的医療機関での実態は不明ではあるが、タイやヴィエトナム南部などで顕在化している私的

医療機関における不適切な治療といった問題はまだ明らかになってきてはいない。結核の種

類、性、年齢などの基本的データが中央集計されており、制度としては非常に整っており、
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途上国としては非常に優れた結核の年次統計報告が出されている。(5)治療(直接監視療法：

ＤＯＴＳ)

　1994年にＤＯＴＳの採用とその全国的展開が決定され1995年に50％を超える治療ユニッ

トがこれを採用、1996年には90％、現在は92％の人口が居住する地域でＤＯＴＳによる結

核治療サービスが展開されている。また、患者の利便をはかるため、州レベルから郡レベル

へ治療の場を移す試みが行われ、1993 年には半数以上の患者が州郡にて治療を受けていた

が、現在では70％を超える患者が郡レベルで治療を受けている。

　約３分の２の患者は約２カ月は入院治療を受け、残り３分の１の患者が医療機関に近接し

て住むなど通院可能で外来にて治療を受けている。治療の中心となる塗抹陽性の新患者に

対する処方は、２ＨＲＺＥ＋６ＨＥ（初期２カ月ヒドラジド、リファンピシン、ピラジナマ

イド、エタンブトールの４剤を入院では毎日、外来では週５日直接監視下で服薬。以後６カ

月ヒドラジド、エタンブトールを毎日自宅で服薬、通院は１カ月ごと）である。８カ月治療

は従来の薬剤より高額で政府の財政負担は増したが、その価格は変動はあるものの患者１人

分８カ月で30ドル程度である。なお結核に関する治療、検査は無料が原則であるだけでな

く、現在世界食糧計画（World Food Programme）より結核治療中の患者に対し１カ月あ

たり 15 ㎏の米などの食糧が援助されており、治療継続への報奨となっている。

　この方式の採用により、カンボディアにおける結核治療成績は飛躍的に改善をみた。従来

治療では半数以下の患者しかその治癒が確認されていなかったが、1995 年に登録された患

者では、85％で治癒が確認され、その他６％の患者が菌検査の確認はないが治療を終了して

いる。1996年では１月から９月までの登録者で治癒率89％との驚異的な数字が報告されて

いる。この間の関係者の努力は国際的にも賞賛に価する。

　しかし、次項に述べるような問題点も明らかになってきており、また今後患者数の拡大と

ともに予想される外来における治療の増加にどう対応するかも大きな問題である。

(6) 人的資源、教育、監督

　急速な発展を見たカンボディアのＮＴＰであるが、さまざまな困難な条件のもと、他国で

の経験に比べあまりに急速にＤＯＴＳを全国展開させたゆがみが生じてきている可能性があ

る。導入期はＷＨＯ専門家が非常な努力をし、地方に頻回な巡察指導を行い、各州、郡の成

績が競い合うように伸びた。しかし、保健分野のマンパワーの数・質の問題を抱えたままの

急展開であったために、展開期の興奮が冷めてみるといくつかの問題が明らかになってき

た。たとえば、ＤＯＴＳをルーチンワークとして確実に実施していくのには、患者数から考

え、現在の１ユニットあたりのスタッフ数では無理と思われるところも多い、スタッフの研

修・再研修計画がプログラムの伸びに追いつかない、郡レベルに入っているさまざまな援助
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団体との間でのコミュニケーションが確立していない、中央よりの巡回監督・指導チームの

質の向上が要求されるなどがあげられる。筆者の前回訪問の経験でも、書類上のみのＤＯＴ

Ｓ実施、検査台帳と個々の患者の記録との間の矛盾なども決して皆無とはいえないように思

われた。

　州・郡の結核専門でない医療スタッフも含んだ研修プログラムの整備・強化、中小の援助

団体との連携、中央よりの巡回指導の質的量的強化などが急務であり、それらなくしては現

在の活動の維持も困難なことはＣＥＮＡＴ側も認めている。

(7) ロジスティックス（薬剤）

　カンボディアでは結核薬などの中央より各医療機関への供給が、必須薬剤（Essential

Drug）を中心とした医薬品・医療機材とともに「薬剤中央配送システム」に統合されてい

ることが特徴である。結核薬の配布量は各医療機関ごとにＣＥＮＡＴによって決定され、通

常３カ月ごとに他の一般薬品医療機材とともに「薬剤中央配送システム」により州・郡病院

ごとに直送される。中央倉庫、配送の管理は非常に行き届いているようで、プノンペンの中

央倉庫より医療機関別にパッケージされるため途中での抜き取りなどの問題は少ないと思わ

れる。

　開発途上国では、必須薬剤の供給が不十分なことが多く、配送そのものも計画どおり実施

されないことが多く、結核薬の配送を統合したことにより地方でその不足が起きるといった

事態も珍しくない。しかし、カンボディアにおける同システムはＵＮＩＣＥＦが技術・財政

援助を行っており信頼がおけることは、ＣＥＮＡＴの負担を軽減している。

　このように結核薬の在庫管理や地方への配送について問題はないものの、中央システムは

必須薬剤以外の医薬品・機材の購入に関する責任はもたない。すなわち、ＣＥＮＡＴはＮＴ

Ｐの遂行に必要な薬剤・機材を独立機関として確保したうえで、中央システムにその管理と

配送を委託することになる。現在、１年分の結核薬を予備在庫分として確保することを目安

にＮＴＰが展開しているが、今後「保健医療制度改編」（Health Reform）により結核の治

療の場がより末端保健医療施設に移行することも予想され、薬剤配布先が増すとともに「死

蔵」も増えるものと考えられ、よりきめ細かな配送計画の作成が必要となろう。ＫｆＷ（ド

イツの民間団体）、世界銀行、政府予算など、薬剤の購入は現在複数の財源によって賄われ

ているため、今後はその長期的な確保・調整も大きな課題である。

(8) 財　政

　結核対策に要する費用は年間２百万ドル強であるが、患者数の増加や物価の上昇とともに

増加が予想される。現在 30％が薬剤に、50％が食糧に充てられており、これらは直接患者



－17－

の利益となっている。患者１人当たりに換算するとその経費は131ドルになる。治療が行わ

れなかった場合と比較すると、救われる１年の生命あたりのコストはわずか13ドルとのこ

とで、一見高額にみえるＤＯＴＳの施行がいかに経済的かがわかる。

　予算に占める人件費の割合が低すぎることが同国結核対策の大きな問題で、他の保健医療

機関のように援助団体による給与補填が実施されておらず、また無償治療が原則であり患者

負担をスタッフに還元することも不可能なため、待遇面でのスタッフの不満は大きいようで

ある。政府へは、結核患者を扱う職員に対し危険手当てとして給与の上乗せをするよう要求

が出されている。

　現代の結核対策のキーである薬剤に関しては、ドイツの民間団体であるＫｆＷの援助およ

び世界銀行よりのローンで2000年の購入（2001年の使用）分までは確保されていたが、昨

年７月の政治的混迷以降その施行が停滞している。この結果、巡回指導や研修・訓練などの

予算が大幅に削減され、1997 年度は当初計画の半分も実施されなかったようで、ＣＥＮＡ

Ｔも地方のプログラム実施の今後に危惧を抱いている。

　結核対策に対する世界銀行の財政援助は世界的な流れになってきている。カンボディアに

おいても今後技術援助を日本などが実施することにより、現在停滞している世界銀行の援助

が促進されるようになるとの希望的観測もある。しかし予断は許さない。

５－３　結核とＨＩＶ

　カンボディアの結核問題の将来的危惧にＨＩＶ感染の拡大がある。エイズ対策課（AIDS

Programme）による小規模調査ではあるが、プノンペン市内の結核患者では1992年に103人の

うちＨＩＶ抗体陽性者は０であったが、1996年には192人中22人（11.5％）となった。国全体

でも2000年にはＨＩＶ感染の影響で結核患者が20％増加するとの予測もある。今後十分なサー

ベイランス体制の確立と、AIDS Programmeとの密接な情報交換が必要である。結核対策上は

ＨＩＶ抗体陽性者のＸ線診断の取り扱い、化学予防などに関する暫定的な方針を決定しておく必

要があるが、感染・発病の診断とも多くの医療機関では困難な状況と思われ、また安易な対策の

導入は現行のＮＴＰの負担となりかねない。当面はＣＥＮＡＴなどリフェラルセンターでの人道

的措置に限られると思われる。

５－４　各援助機関との連携

　現在ＣＥＮＡＴには、ＫｆＷ（ドイツ民間団体）による薬剤、世界食糧計画（ＷＦＰ）による

食糧援助、ＪＩＣＡの検査部門専門家派遣および同機材供与がなされている。このほかＩＮＧＯ

である Voluntary Service OverseasよりＷＨＯに派遣されたHealth Administrationを専門

とする英国人、プノンペン市内での結核患者ホームケアの試行研究を実施しているフランスのＮ
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ＧＯ「国境なき医師団」（ＭＳＦ）のスタッフが協力をしているが、特に財政的援助はなくその

活動の範囲も限られている。

　結核治療の大半は一般の州・郡病院を通じて行われていることから、全国的に統一したＮＴＰ

の実施にはそれぞれの地域・病院やプライマリーヘルスケアを援助する団体との連携も必須であ

るが、ＣＥＮＡＴでは地方の情況を把握できていなかった。各団体は結核の問題の重要性は十分

に認識しているが、その診療・対策の経験に乏しいことが多く、技術的指導や研修・訓練の場を

必要としている。援助地域で小規模な薬剤の提供もなされているようであり、きちんとした形で

活動の統一を図らなければ、薬剤耐性菌の出現などの問題を発生させる可能性もある。ＣＥＮＡ

Ｔの結核対策の技術を強化し、指導的立場で各援助機関との連携を図ることができるようになる

ことも重要な課題である。

５－５　今後の対策のための調査・研究課題

　ＨＩＶ感染にかかわる問題は上記５－３で述べたが、今後の結核対策の展開のためにいくつか

の研究課題がある。まずは各国で問題となっている薬剤耐性菌のサーベイランスの実施は早期に

取り組む必要があろう。また各種サーベイランスのような大きな事業のほかに、次のような小規

模の調査・オペレーショナルサーチを実施していく必要があろう。

　発病後の早期受診を促すためには患者行動の医療人類学的な分析も要する。患者数の増加に伴

い、外来もしくは訪問治療で週２回ないし３回の処方を採用することの試行も必要となる可能性

が高い。他国より女性患者が多いことへの治療上の配慮の必要性なども考慮に値しよう。メコン

やトンレサップにおける水上生活者（Floating Population）の結核の問題も把握されいていな

い。ポリオ対策の経験からはモーターボートを用いたＤＯＴＳの提供なども考えられる。

　現在、フランスの「国境なき医師団」によりプノンペン市内の患者に対する訪問ＤＯＴＳの試

行研究が実施されている。結核対策のオペレーショナルリサーチの実施は、ＮＴＰ上必要な知見

を得るのみでなく、ＣＥＮＡＴを中心にＮＴＰにかかわる中心スタッフのモチベーションを高め

る効果も高いと考えられる。

５－６　その他（まとめに替えて）

　以上カンボディアＮＴＰの現状と問題点、今後の課題について述べた。世界でも最悪と考えら

れる結核の状況のなか、質の高い結核対策を普及・継続させるためにＣＥＮＡＴのＮＴＰ計画・

指導・監督・研修機関としての機能を高める必要がある。患者の大半が貧困者でありコストリカ

バリー政策の採用などは不可能である結核対策においては、海外よりの援助協力は不可欠であろ

う。特に、世界銀行の財政的援助の凍結の解除が見込まれる現在、世界銀行のもたない結核対策

の技術支援が最も重要な課題である。ＷＨＯ西太平洋事務局、カンボディア事務所なども技術援



－19－

助を中心とした国際協力の必要性を訴えており、日本に対する期待は大きい。

　ＣＥＮＡＴ中心スタッフにはＪＩＣＡを通じ結核研究所で研修を受けた者も多く、また結核予

防会本部や結核研究所の移動セミナーもカンボディアで開催されてきたなど、人的ネットワーク

があり親日的雰囲気があることは、日本よりの協力の継続、発展に重要な要素と感じた。
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６．６．６．６．６．わが国の支援のあり方わが国の支援のあり方わが国の支援のあり方わが国の支援のあり方わが国の支援のあり方

６－１　技術協力の内容

　想定される技術協力は、カンボディアの国家結核対策プログラム（以下、ＮＴＰ）全体にわた

る技術的支援である。ＮＴＰとは、結核という病気による個人的、社会的、経済的な苦痛と損失

の解消のために政府が責任をもち、全国土のすべての人々を対象とし、自立性と永続性のある政

策を意味する。その戦略目標として、カンボディアでは多くの発展途上国と同様に「存在する患

者の70％以上を発見し、その85％以上を治癒させる」ことを掲げ、その達成のために以下のよう

な活動を重点的に行うこととしている。

①医療機関を受診する有症状患者のなかから喀痰顕微鏡検査によって塗抹陽性患者を発見す

る

②発見された塗抹陽性患者を重点として直接監視下の短期療法を実施する

③治療や検査の薬剤、資機材の安定した規則的な供給を確保する

④対策実施に関する監督、評価および計画的な要員の訓練を行う

⑤対策に関する政府の責任ある関与を明らかにする

　わが国の技術支援は上記の⑤のもとに、①～④の各項目にわたって実施することが必要であり、

効果的である。

６－２　プロジェクトの基本計画

　上記のＮＴＰ戦略目標にかかるわが国の技術支援は、より具体的に以下のような内容となるこ

とが望まれる。

①治療や診断（結核菌検査）、記録報告に関する現地での監督・評価の実施を支援する。ま

た新任および現任要員の訓練について技術的支援を行う。これらのために現場訓練、セミ

ナー開催、ならびに教材・モジュールの開発などを行う。

②結核菌検査に関する技術移転を行う。技術の内容としては塗抹検査を中心とし、その精度

管理、およびサーベイランス（流行監視）を目的とした結核菌培養・薬剤耐性検査の技術

とする。結核患者のＨＩＶ感染に関するセンチネルサーベイランスの導入・実施について

も考慮する。

③抗結核薬および他資機材の安定供給の技法（ロジスティックス管理）に関する技術移転を

行う。

④直接監視下の短期化学療法体制（ＤＯＴＳ）の普及と質的向上のための体制整備を支援す

る。今後、全過程外来でのＤＯＴＳ実施が重要になることについては一部オペレーショナ

ル研究の実施が必要になるであろう。



－21－

⑤上記が全国的に円滑に実施できるように関連機関、他の援助団体との調整を行う。

　そしてこれらの活動の展開のため、ＪＩＣＡのプロジェクト方式技術協力の枠組みにのっとり、

長期および短期専門家の派遣、必要最小限の資機材を供与、上級要員の日本国内での訓練を行う。

６－３　実施計画概要

　上記の技術協力は以下のような計画のもとに実施する。

(1) 長期専門家の派遣

　専門家チームの編成は、チーフアドバイザー（医師、結核対策専門）、調整員、検査技師（結

核菌検査）とすることか望ましい。なお、チームには現地での意思疎通、連絡等のため有能な

現地職員を雇用することが必要であろう。

(2) 短期専門家の派遣

　長期専門家チームを支援するため、必要に応じて年間数人ずつ短期の専門家を派遣する。こ

れらは以下のようなものが必要になるであろう。

①結核疫学：サーベイランス体制の設計、オペレーショナル研究の計画・分析など

②検査技師：サーベイランス実施の繁忙期、ＨＩＶセンチネルサーベイランス計画・要員訓

練など

③ロジスティックス専門家

④結核医療：セミナーでの要員訓練、モジュール制作など

(3) プロジェクト合同調整委員会の設置

(4) 援助機関協議組織の結成

　当プロジェクトが主導してＷＨＯはじめ世界銀行、ＭＳＦ（国境なき医師団）、World Vision

など大小の団体を糾合してそれらの協調を図る。

(5) 機材の供与

　主なものとしては顕微鏡等検査関連、電算機等事務関連、視聴覚教育関連などが考えられて

いる。

(6) カウンターパートの日本での研修
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